UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲 
第47号の2　26GHz帯超広帯域（UWB）無線システム
	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第六条4項]
[平成23年 総務省告示第507号]
	24.25GHz以上29GHz未満

(自動車その他の陸上を移動するものに開設され、無線標定業務を行う無線局：2016年12月31日までは、22GHz以上29GHz未満と読み変える。22GHz～24.25GHzについては経過処置があるのでその他を参照すること)

	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一の注34]
	上記の指定周波数帯

	占有周波数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表二の第49]
	4.75GHz

	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]
	周波数帯　　　　尖頭電力

36.625GHz未満
：-54dBm/MHz以下

36.625GHz以上
：-44dBm/MHz以下

48.1GHz以上48.5GHz以下及び52GHz以上52.5GHz以下の周波数帯において、任意の5波については、1MHzの帯域幅における尖頭電力が-26dBm以下で値であること

	空中線電力
指定値 
[無線設備規則 第四十九条の二十七]
偏 差
[無線設備規則 第十四条1項表]
	平均電力
　　　　尖頭電力

-41.3dBm/MHz以下
：0dBm/50MHz以下

+20%

	空中線利得
[無線設備規則 第四十九条の二十七]
	0dBi以下 

ただし、等価等方輻射電力が利得0dBiの空中線に使用周波数帯の空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、20dBまで補える

	副次的に発する電波等の限度
[無線設備規則 第二十四条]
	周波数帯　　　　　　　　　　　 尖頭電力　　　

36.625GHz未満　　　　　：-54dBm/MHz以下

36.625GHz以上　　　　　：-44dBm/MHz以下

	構造等
[無線設備規則 第四十九条の二十七]
	1. 筐体は容易に開けることができないものであること
2. 最大輻射電力より10dBm低い輻射電力における上限及び下限の周波数帯域幅は450MHz以上であること

	その他
[無線設備規則の一部を改正する省令（平成二十二年総務省令第四十七号）]
	· 2016年12月31日までは、24.25GHzを22GHzと読み変えること。22.21GHz以上22.5GHz未満又は23.6GHz以上24GHz未満の周波数の電波を使用するものは、別途告示を参照すること。

· 24.05GHz以上24.25GHz未満の周波数の電波を使用するものにおいては、設備規則第49条の二十七第二項に記載された、第7号の参照は削除する。

· 24.05GHz以上24.25GHz未満の周波数帯においては、平均電力は-7.3dBm/MHz以下とする。

· 22GHz以上24.25GHz未満の周波数の電波を使用する機器は、2016年12月31日以前に使用されたものは、2017年以降も使用できる。


